
平成28年9月21日 

八雲町熊石地域における地熱資源開発 

－地表調査実施へのご理解の御願い－ 
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 事業者概要 

2 

前田建設工業株式会社 

主な役割 事業開発+地域協議 

事業内容 

■土木建築工事その他建設工事全般の請負、企画、測量、設計、 
 施工、監理およびコンサルティング 
■発電および電気、熱等エネルギーの供給に関する事業並びに 
 これに関連する施設の管理、運営および賃貸 
■その他 

創業 1919年1月8日 

資本金 23５億円 

従業員数 2,857名（2016年3月末現在） 

売上 3726億円（2015年3月期） 

再エネへの 
取り組み 

■太陽光発電 
 ・五葉山太陽光発電事業（岩手県大船渡市）：18MW 
 ・つくば太陽光発電事業（茨城県つくば市）：2MW 
 ・北茨城太陽光発電事業（茨城県北茨城市）：7MW 
 ・美祢太陽光発電事業 （山口県美祢市 ）：7MW（建設中） 
■風力発電 
 ・吹越台地風力発電事業（青森県上北郡 ）：20MW 
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 前田建設工業（株）の再エネ事業実績 

つくば太陽光発電事業（2013年） 

吹越台地風力発電事業（2015年） 

江差風力発電（2010年） 

五葉山太陽光発電事業（2015年） 
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 道南地域の地熱ポテンシャル 
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北海道の地温勾配図および地熱発電開発に係る検討・調査が行われている地域 

森地熱発電所 

※「北海道における地熱開発の現状と課題」 （秋田藤夫,2014）より引用 

道南地域には地域の地温勾配※の高い地熱開発有望地が広がっています。 

※地温勾配とは、地下100m深くなるごとに上昇する平均の温度割合を示す（一般地域は3℃/100ｍ程度であるのに対し、
八雲町には7～10℃/100ｍ以上の地温勾配を示す場所が存在しており、地熱開発有望地であると言える）。 

これらの地熱資源は古くから注目され、これまで多くの地熱開発を目的とした調査
や検討が実施され、森地熱発電所が1982年に運転を開始しています。 

道南地域において実施されたNEDO促進調査 
 
■南茅部（S59～61調査実施） 
 調査井N59-MK-2：1200m、170℃確認 
 
■八雲（S61～63調査実施） 
 調査井N63-YK-6：1700m、225℃確認 
 
■上の湯・三岱（H2～4調査実施） 
 調査井N4-KS-6：1800m、195℃確認 
 蒸気（2.3t/h、114.9℃）、 
 熱水（226L/min、97.2℃）を噴出 
 
■熊石（S58～61） 
 調査井N9-KI-1：1800m、200℃確認 
 
■奥尻（H2～4） 
 調査井N19-OW-3：1700m深、205℃確認 
 蒸気（9.5t/h、131℃）を確認 



森地熱発電所 

 道南地域における地熱調査の動向 
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■H27地熱開発理解促進事業 
  ・奥尻町 
  ・森町(ハード事業) 
  ・八雲町熊石地域 
  ・赤井川村 
  ・壮瞥町 
  ・伊達市  

■H26地熱資源開発調査事業費交付事業 
  ・奥尻地域(地元企業、奥尻町） 
  ・函館南茅部地域(オリックス㈱） 
  ・壮瞥町蟠渓地域(壮瞥町) 

■H26地熱開発理解促進事業 
  ・奥尻町 
  ・森町＆民間企業 
  ・八雲町(熊石) 
  ・鹿部町(企業＆地元団体) 

■H27地熱資源開発調査事業 
  ・函館恵山地域（㈱レノバ、デナジー㈱） 
  ・函館南茅部地域(オリックス㈱） 
  ・八雲町鉛川地域（ｱｽﾄﾏｯｸｽ･ﾄﾚｰﾃｨﾞﾝｸﾞ㈱・ 
   デナジー㈱） 

道南地域において近年実施されている調査や検討 

■H28地熱資源開発調査事業費交付事業 
  ・函館南茅部地域(オリックス㈱） 
  ・八雲町鉛川地域（三井不動産㈱・ 
   デナジー㈱） 

東日本大震災以降、再生可能エネルギーとしての地熱発電への関心が高まるなか、
地熱発電や温泉熱の有効利用促進のための規制緩和や国による調査開発事業費の
助成金交付の仕組みなどが整備されてきました。 

近年、過去の調査地域を中心に、小規模地熱発電や温泉発電および熱利用を含む
地熱資源活用の再検討・再調査が進められています。 

■H28地熱開発理解促進事業 
  ・伊達市 
  ・八雲町鉛川地域 
  ・壮瞥町 
  ・洞爺湖町 
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熊石周辺地域では、地熱資源を対象とした以下の調査により、国（NEDO）による地
表調査および坑井掘削調査が実施されています。 

 ・地熱開発促進調査「熊石地域」（平成7～9年度） 

 ・地熱開発促進調査「八雲地域」（昭和61～63年度） 

 八雲町熊石地域周辺における既存調査 
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熊石および鉛川地域で掘削された調査井の調査結果から、図に示すように、地下の温度分布
は、鉛川地域から熊石地域へ高温部が広がっていることが確認されています。 

 八雲町熊石地域のポテンシャル 

海抜-500m、-1,000mにおける温度分布 

坑井名 掘削深度 最高温度 

N7-KI-1 1800.5m 200.8℃ 

N7-KI-2 1600.8m 192.4℃ 

N8-KI-3 1701.0m 187.9℃ 

N8-KI-4 1702.5m 171.6℃ 

N9-KI-5 2200.0m 197.3℃ 

平田内調査井 1034.8m 123.6℃ 

■各坑井ではいずれも標高-1,500m～-1600mの深度で 
 180℃～200℃の高温域が確認されています。 



 NEDOによる熊石地域の地熱ポテンシャル評価 
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 N7-KI-1、N9-KI-5、N8-KI-3はいずれも浅部に局部的な対流域（貯
留層）の存在が示唆されているが、温度が低いため、通常のフラッシュ
発電実施は困難。 

  
各坑井の比較的深部で捕捉された地熱熱水はいずれも小規模な形で独立

して存在しており、大規模地熱開発が期待できるような高温・広範囲の
地熱貯留層が形成されている可能性は低い。 

地熱開発促進調査報告書（NEDO）による熊石地域の地熱ポテンシャル評価は以下の通りです。 

国の地熱調査では、大規模（10MW以上）のフラッシュ発電を想定
したものであり、小規模（2MW程度）のフラッシュ発電やバイナ
リー発電は想定していない。 
 

熊石地域は「大規模な発電は困難」という評価。 
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 熊石地域の新たな可能性（今回のご提案） 

熊石地域では、地下深部では200℃近い高温域が確認されていることから、小規
模発電（想定出力2MW程度）の可能性および地熱資源を活用した熱利用事業の新
たな可能性が見込まれます。 

また、発電だけでなく、地熱エネルギーを多段階に利用することで地域の活性化
が期待できます。 

小規模（2MW程度）の地熱発電を目指すための、 
深部地熱貯留層の再評価・再調査の意義が見込まれます。 

地熱エネルギーの多段階利用 



 参考）発電所規模 

熊石地熱（仮称） 

（出力：2MW規模） 

森発電所（北海道） 

（認可出力：25MW※1） 

発電機・タービン建屋 

（寸法は2MWの場合の参考値） 

1/12規模 

(出所：北海道電力HP、富士電機資料) 

発電機・タービン建屋 冷却塔 

12.5m 

12m 

約2,300世帯の電力消費量※2に相当 

森地熱発電所（約３０km東側）の１/12程度の出力を想定しています。 

※1：2012年に出力を50MWから25MWに変更。 

  ただし建屋等は継続利用。 

発電機・タービン建屋 

冷却塔 

※2：1,300万kWh/年 

（1世帯あたりの消費電力量を5,600kWh/年として算出） 

11 
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 地熱開発事業（調査～発電）の進め方 
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■各段階で、関係者との協議を行い、理解を得ながら計画を進めてまいります。 

①地表調査 

「地下構造の調査」 

②地下探査 

「地熱貯留層の確認」 

③生産井・還元井 

掘削 
④建設・工事 ⑤発電 

 文献調査 
 地質構造調査 
 流体地化学調査 
 物理探査 
 掘削候補箇所の選定 

 
 温泉モニタリング 
   河川水質調査 
（周辺井戸および河川 
 への影響有無を調査） 

 土地造成 
 坑井掘削調査 

（事前に掘削申請） 
 噴気試験 
 総合解析 

 
 温泉モニタリング 
   河川水質調査 
 （継続） 

 

 土地造成 
 生産井・還元井掘削 
 長期噴出試験 
 発電事業化検討 

 
 
 温泉モニタリング 
   河川水質調査 
 （継続） 

 

 設計 
 電力会社協議 
 設備認定(経産省) 
 土地造成 
 建設 

 
 温泉モニタリング 
   河川水質調査 
 （継続） 

 運用 
 メンテナンス 
 貯留層モニタリング 
 
 
 
 温泉モニタリング 
   河川水質調査 
 （継続） 

地元との協議＆地域貢献策の検討・立案 

1年目 2年目 3年目～4年目 4年目～5年目 6年目～ 

【本年度実施予定】 



 地熱貯留層形成の三要素 
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地熱発電では地熱貯留層形成三要素の存在を解明することが重要であり、 
まず地表調査によって三要素の調査・解明を行います。 

蒸気・熱水 
（発電機へ） 

器（やかん）内の水 
→【地熱流体】 

地熱貯留層の構成要素 地熱構造モデル 「やかん」に例えると 

器（貯留層） 割れ目群、多孔質な地質 やかん 

水（地熱流体） 割れ目、断層から供給される水 器（やかん）内の水 

熱（熱源） マグマ溜まりから コンロの火 

【水（地熱流体）】 
水供給：割れ目、断層 

【熱】 
マグマ溜まりなど 

【器（貯留層）】 
割れ目群、多孔質な地質 

熱源 
→【マグマ溜り等】 

器（やかん） 
→【地熱貯留層】 



 本年度実施する地表調査の実施内容 
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文献調査 
地質構造 
調査 

流体地化学 
調査 

物理探査 
環境影響 
調査 

総合解析 
・地熱構造概念モデル構築 
・掘削計画の立案 
・発電事業における課題の抽出 

次ステップへ 
（協議会、温泉部会、掘削調査) 

現地調査を行います 



 調査概要 
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地質構造調査 

流体地化学調査 

物理探査 
（電磁探査） 

 現地観察・踏査により、地表におけ
る地質・断層・変質帯の分布や性状
を確認 

 分析測定のために代表的な岩石資料
を採取 

 自然湧出する蒸気や熱水、また、既存温泉井戸の蒸気や熱
水の成分から地下の流体流動を検証（室内作業）。 

 現地にて機器を設置。1地点あたり
2日間にかけて地下データを取得。
（設置期間は調査仕様による） 



 環境影響調査概要 
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■既存の温泉や周辺環境への影響がないかを検証するため、既存温泉や河川 

 の水位および成分等について、連続的なデータを取得します。 

（出典：経済産業省HP、公益財団法人中央温泉研究所HP） 

温泉モニタリング 
既存の温泉水位の推移 

河川水質調査 
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 地表調査の具体的な範囲（現地踏査ルート） 
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 地表調査の具体的な範囲（物理探査地点） 



20 

 地表調査の具体的な範囲（河川水質調査地点） 
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 地表調査の具体的な範囲（温泉モニタリング地点） 
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 地表調査のスケジュール 

項目 
2016年 2017年 

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

地元 
合意 

地方自治体 

温泉事業者 

地権者 

許認可 
国有林(森林事務所) 

その他（必要により取得） 

補助金 

申請書の作成 

JOGMECとの調整 

審査 

地表調査 

温泉モニタリング 

■2016年10月下旬からの地表調査開始を目指しています。 
 調査開始に向け、各種同意書や許認可の取得に時間を要するため、速やかに準備を 
 進める必要があります。 

■補助金の交付が決定次第、速やかに調査に着手する予定です。 

協議 

取得 

報告書提出 

(2/28) 

▼ 
交付決定通知 

申請書提出 
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 事業スキーム（案） 
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 目標として、2MW程度の事業規模を想定しております。（フラッシュ発電の場合） 

• 熱ポテンシャルに比して適切な出力規模設定を行い、長期に亘って地熱発電事業を継続してまいります。 
• 具体的な出力規模は、今後の調査、地域関係者の皆様との協議も踏まえ、慎重に検討いたします。 

前田建設工業㈱ 

北海道電力 
売電 

メンテナンス 

地権者 
土地賃借等 

銀行 
融資 

八雲町 

支援 

固定資産税 

O&M会社 
※運営管理・保守点検を行なう 

事業者のこと 

EPC 
※設計から資材調達・建設工事まで 

一連の工程を請け負う事業者のこと 

建設工事 

地域住民 
地域貢献 

 

 

 
 

地熱発電 

フラッシュ発電、バイナリー発電共に検討致します。 



 事業の波及効果（地域への貢献） 
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本事業により、地権者様への賃料収入貢献はもちろん、地元企業や市民、自治体に対し
ても、メリットが供出できるよう、以下の取り組みを合わせて実施致します 

 

地熱発電事業 

②環境教育・施設見学 
③熱利用事業の検討 

④工事・物流など事業開発に 
関連する業務の波及 

地元市民 

地元企業 

①土地収入 

地権者様 

⑤新たな税収（固定資産税）獲得 
⑥政策目標の達成（エネルギー自給率向上） 

市町村 



 地熱開発に関する配慮事項 
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長期・持続可能な発電 

近隣温泉との共生 

自然環境との共生 

地域貢献 

 長期間に渡り 地域に根ざす地熱発電 

 温泉モニタリング 

 地熱発電に影響があると考えられるケースでは、
直ちに操業停止し、原因究明＋対応検討 

 環境に配慮し、地域と連携 

 地下に眠る資源を利用可能な形に（地熱開発） 

 熱水利用など地域への貢献 

地熱資源に忠実な開発  発電出力ありきではなく、資源量に忠実な開発 

その他 
 八雲町及び地域の皆さまとの協議に基づいた 

 地熱を中心とした街づくりへの協力 
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ご清聴ありがとうございました。 

 
熊石地域における地熱資源開発調査事業に対する 

ご理解の程、何卒よろしくお願い申し上げます。 


